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平成 24 年 2 月 28 日 

各  位 

会 社 名 株式会社学究社 

代表者名 取締役兼代表執行役社長 河端 真一 

（コード番号：9769） 

問合せ先 取締役兼執行役副社長 池田 清一 

（電話：03-5339-1211） 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

当社は、本日開催の臨時取締役会において、平成 24 年 4 月 1 日を効力発生日として、当社の連結

子会社である株式会社進学舎を吸収合併することを決議し、同日付で合併契約書を締結いたしました

のでお知らせいたします。 

なお、本合併は 100％子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略し

て開示しております。 

記 

１．合併の目的 

株式会社進学舎は、国内において学習塾事業を行ってまいりました。今般、国内における学習塾

事業を当社に集約することにより、更なる経営の効率化、人的資源の有効活用を図り、収益性の強

化を図るために、同社を吸収合併することとしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合 併 決 議 臨 時 取 締 役 会 （ 両 社 ）  平成 24年 2月 28日 

合 併 契 約 締 結  平成 24年 2月 28日 

合 併 の 予 定 日 （ 効 力 発 生 日 ）  平成 24年 4月 1日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第 3 項に規定する簡易合併であり、株式会

社進学舎においては会社法第 784 条第 1 項に規定する略式合併であるため、それぞれ

株主総会による合併契約の承認を得ずに行うものであります。 

 

（２）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社進学舎は解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

当社は株式会社進学舎の全株式を所有しておりますので、本合併による新株式の発行、資本金

の増加及び合併交付金の支払い等はありません。 
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（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

株式会社進学舎は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

３．合併当事会社の概要 

（平成 23年 3月 31日現在） 

（１） 名称 株式会社学究社 

（存続会社） 

株式会社進学舎 

（消滅会社） 

（２） 事業内容 学習塾事業 学習塾事業 

（３） 設立年月日 昭和 51年 10月 6日 平成 19年 2月 28日 

（４） 本店所在地 東京都国立市東 1-4 東京都国立市中 1-8-5 

（５） 代表者の役職・氏名 取締役兼代表執行役社長 

河端 真一 

代表取締役会長 河端 真一 

代表取締役社長 池田 清一 

（６） 資本金の額 806,680千円 10,000千円 

（７） 発行済株式数 6,749,780株 200株 

（８） 事業年度の末日 3月 31日 3月 31日 

（９） 大株主及び持株比率 

（自己株式を除く） 

ケイエイスケイケイ㈱34.13％ 

河端真一            26.93％ 

児玉忠義             2.51％ 

河端裕子            1.65％ 

三菱 UFJ信託銀行㈱  1.58％ 

小川由晃            0.66％ 

樋上駿              0.65％ 

三上昭夫            0.62％ 

大野タダシ          0.38％ 

三橋君代            0.31％ 

㈱学究社             100％ 

（10） 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

  平成 23年 3月期（連結） 平成 23年 3月期（単体） 

純資産 2,530,389千円 668,703千円 

総資産 4,084,442千円 1,031,446千円 

1株当たり純資産 429.26円 3,343,518.87円 

売上高 6,679,259千円 1,805,061 千円 

営業利益 614,688千円 33,671 千円 

経常利益 612,382千円 64,083 千円 

当期純利益 170,536千円 4,869 千円 

1株当たり当期純利益  29.56円 24,346.17円 
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４．合併後の状況 

 本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、事業年度の末

日に影響はありません。 

 

５．今後の見通し 

（１）連結決算 

 本合併は、当社の連結子会社との合併であるため、連結業績への影響は軽微であります。 

（２）個別決算 

 平成 24 年 3月期における当社の個別業績への影響は軽微でありますが、平成 25年 3月

期における個別業績への影響については、開示すべき影響がある場合には速やかに開示い

たします。 

 

以 上 


